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第 6章　自然条件と環境

6－1 パナマの環境の現状

現在、パナマにおいては水質と大気の汚染が一番大きな環境問題となっている。このうち水質

汚染については、特にパナマ湾で厳しく、一般家庭、産業、交通運輸等を源とする排水が流れ込

み、水質汚染は非常に高いレベルに達している。また、パナマ市以外の都市においても下水処理、

浄化装置の設置状況は非常に低く、河川、海域の水質汚染が進んでいる。さらに、製油業、セメ

ント業、製糖業、皮なめし業、海運業、鉱業などによる廃水よっても水質汚染が進行しているほか、

農薬による汚染も進行している（1人当たり及び単位耕地面積当たりの農薬散布量は中米第 1位で

ある）。これらに対処するための基準・規制はこれまで散逸的に策定され、そのほとんどは時代遅

れとなっている。また排水基準が設けられているものの、明確な罰則規定が定められていないこ

と、法律の遵守状況を見守る行政主体が、明確に定義されていないことから実効性をもつにい

たっていない。

大気汚染については、多くの都市で国際的な許容基準を上回っている。最大の汚染物質は二酸化

硫黄であり、固定発生源が主要汚染源となっている。また、パナマ大学の調査では浮遊粒子状物質

の平均濃度は390μg/cm3、最大濃度は1403μg/cm3 に達し、国際的な基準値である260μg/cm3 を大

幅に上回っている。更に一酸化炭素も平均で17.3ppm、最大で35ppmと基準の9ppmを大幅に上回っ

ている。

また、固形廃棄物の管理についても問題が多い。多くの都市には適切な廃棄物処分場がなく、必

要な収集・運搬車両も不足している。特に、都市近郊において環境的に脆弱な場所（例えば河岸、

マングローブ湿地、海浜等）の近くで廃棄物の処分が行われている例も多い。そのため陸水、海水、

土壌、大気は増加するゴミや副生物（浸出液、煙、悪臭等）、あるいは、し尿浄化槽汚泥や汚水に

より悪影響を受けている。

パナマは生物多様性に富み、225種の哺乳類（うち、30種が絶滅危惧種）、120種のコウモリ、54種

のげっ歯類、929種の鳥類、約 400種の両生類、爬虫類が確認されている。また、水生・海洋環境

も多様で豊かであり、特に太平洋側の海域では大規模な珊瑚礁が認められる。更に植物相も非常

に豊かであり、8,000～ 10,000種が生育するとされている。しかし、パナマにおいては森林の減少

が問題となっている（図 6－ 1参照）。パナマにおいては国土の 72％が樹木生育に適した土地であ

るが、林地はそのうち 45％を占めるに過ぎない。森林減少の主な原因は移動式農耕による森林の

伐採であるとされている。

こうした自然を保護するために、パナマでは自然保護地域が定められている。この保護地域に

ついては図6－ 2に示すような多様な指定がなされており、それぞれ保護対象、開発の要件等が異
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出典：ANAMウェブサイトの図面を改変

図 6－ 1　パナマの森林の現状

 

出典：ANAMウェブサイトの図面を改変

図 6－ 2　パナマの国立公園、保護区
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なっている。地方港湾のなかにはこうした自然保護地域に接近した場所もみられるが、「基本的に

指定保護地域内での開発行為はできない。しかし、隣接地域での開発行為には特に規定はない（た

だし、環境影響評価による野生生物への影響評価は必要）」とのことである。

6－2 地方港湾の自然環境

パナマ海岸部の自然条件の大きな特徴は、リアス式海岸が多く、沖積平野があまり発達してい

ないこと、気象条件が穏やかであることである。これを反映して、パナマの地方港湾は山地、丘

陵に接して外洋に面し、小～中規模な土工事をもって港としたものが多い。これは視察した港の

なかでは、Vacamonte港、Azul港、Armuels港がこのタイプにあたる。また、リアス式海岸を背景

として、山地、丘陵地に接した内湾に小規模な土工事で建設されている港もある、これは今回視

察した港のなかでは Almirante港、La Palma港がこのタイプにあたる。それらに対して河川港とし

て中～大河川の中流域から河口部に小規模な土工事をもって建設された港があり、今回視察した

港の中では Agua Dulce港と Pedregal港がこのタイプに当たる。

地方港湾における自然条件はほとんどデータがなく不明な点が多い。今回唯一入手できた資料

として、パナマ南西約 200km付近で実施されている小規模漁業開発計画の海象データがある。こ

れをまとめると、当地の海象状況は以下のようである。

今回現地視察した結果を基に、各港の自然状況をまとめると以下のとおりである。

（1）Armuells港

丘陵地と山地の境界付近に位置する。近傍を小河川が流れており、海岸線に沿って小規模

な平野が形成されている。平野及び海底の地質は砂が優勢である。背後の山地は第三紀の固

結した堆積岩、丘陵部は洪積世の弱固結の堆積物で構成される。当港の位置する Limones半

表 6－ 1　海象条件観測結果の例

項　目 設計値（実測と解析による）
H.H.W.L = +3.200

潮　位
H.W.O.S.T =+261.2

M.S.L. = +62.0

L.W.O.S.T = -121.9

最　大（干潮時　120cm／秒）

潮　流 干潮時：下流速最大平均　84cm／秒

満潮時：上流速最大平均　38cm／秒

最大平均波高：14cm

波　高 最大波高：31cm

航走波：60cm

出典：パナマ共和国小規模漁業開発計画報告書
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島は、Burica断層とよばれるプレート運動に起因したトランスフォーム断層の延長部である。

そのため当地域の海岸はいわゆる断層海岸となっており、水深は沖に向けて急激に深くなっ

ている。

聞き込みによると、当港の潮位差は 2～ 3m、気象条件は穏やかで風、波による支障はこれ

までなかったとのことである。海水の水質は良好で透明度は非常に高い。近隣の灯台で波の

観測を行っているのではないかとの情報もあるが、確認できていない。また、堆砂の問題は

なく、浚渫は不要とのことである。

2002年 7月の地震では桟橋の先端部が沈下したとのことであり、破損した箇所も多く見ら

れる。

（2）Charco Azul港

丘陵地に接した小さな湾に面して建設された港である。Armuells 港と同じく断層海岸と

なっており、水深は沖に向けて急激に深くなっている。海底の地質は砂が優勢であり、背後

の丘陵地は第三紀の固結した堆積岩で構成される。

聞き込みによると、当港の潮位差は 3～ 4m、気象条件は穏やかで風、波による支障はこれ

までなかったとのことである。海水の水質は良好で透明度は非常に高い。また、堆砂の問題

はなく、浚渫は不要とのことである。

（3）Pedregal港

Platanal川河口部の沖積平野に建設された港である。外海までは約 10kmの距離があり、そ

の間マングローブ林が広がっている。地盤は全体に軟弱な粘性土と考えられ、突堤の一部で

はすべり破壊を起こしている箇所も認められる。

聞き込みによると、当港の潮位差は 3m前後、気象条件は穏やかで風、波による支障はこれ

までなかったとのことである。また堆砂が激しく、当港の大きな問題となっているが、これ

まで浚渫は実施したことがないとのことである。　

（4）Chiriqui Grande港

Guarmo川によって形成された沖積平野と東側の山地との境界付近に建設された港であり、

Chiriqui湾の最奥部に位置する。平野部の地質は粘性土が主体、山地は新生代第三紀の火成岩

が主体と考えられるが、海浜部は砂が主体である。湾の奥に位置し、外海とは島で遮られて

いることから、海象条件は穏やかで風波による支障はまったくないとのことである。また、潮

位差は 1フィート程度とのことで、極めて小さい。海水の水質は良好で透明度は高い。また、

堆砂の問題はなく、浚渫は不要とのことである。
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（5）Almirante港

丘陵地の谷部に形成された非常に小規模な平地に接して建設された港であり、Amborisia湾

の最奥部に位置する。丘陵部の地質は新生代第三紀の堆積岩、平野部と海底部は軟弱な粘性

土が主体と考えられる。当港も湾の奥に位置し、外海とは島で遮られていることから海象条

件は穏やかで、風波による支障はまったくないとのことである。また、潮位差は1.5～ 2フィー

ト程度とのことである。生活廃水が流入していることから、海水の水質はやや悪く、透明度

もやや低い。また、堆砂の問題はなく、浚渫は不要とのことである。

（6）Bocas del Torro港

島の浜辺に建設された港であり、外海とは島嶼によって隔てられている。島の地質は新生

代第三紀の堆積岩であり、海浜部は中～粗砂が主体である。近隣の島はいずれも平坦であり、

これらの島がサンゴによって形成されたものである可能性もある。しかし海浜部の砂には

コーラル片はみあたらず、また地質図等でもそうした記載がないため、これらは第三紀層の

侵食地形と考えられる。

聞き込みによると潮位差は不明とのことであるが、数 10cm程度と考えられる。ただ、当地

の気象・海象条件は厳しい。特に 12月から 2月は気象の変化が激しく、約 50％（例えば午前

中だけ、又は午後だけ）の確率で船が着岸できないとのことである。また、堆砂の問題はなく、

浚渫は不要とのことである。

（7）Bacamonte港

山地に接し、小規模な切土、盛土工によって建設された港であり、防波堤を有している。

背後の山地の地質は新生代第三紀の火成岩で構成され、海底部は砂が主体である。

聞き込みによると、潮位差は5m程度、外海に面しているものの、防波堤のために海象条件

は比較的穏やかで、風波による支障はこれまでなく、また防波堤を超える波もこれまで観察

されていないとのことである。また、港に隣接して砂採取プラントがあるが、砂採取自体は

沖合で行っているため、侵食等の実害はないとのことである。また、これまで 10年間浚渫を

実施したことはなく、水深の測定も行っていないが、やや堆砂の問題があり、浚渫の必要性

を感じているとのことである。

（8）Aguadulce港

Pocrt川の河口近く、淡水と塩水の境界付近、沖積平野の中に建設された河川港である。外

海までは約 6kmの距離があり、その間マングローブ林が広がっている。地盤は全体に軟弱な

粘性土と考えられるが、構造物等に変状を来している箇所は認められない。
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聞き込みによると、当港の潮位差は 3m前後、河川港であるが、季節による水位の変動はな

い。また気象条件は穏やかで、風波による支障はこれまでなかったとのことである。しかし

当港及び外海との航路においては堆砂が激しく、場合によっては船が泥の中に埋まるように

停泊する事態となっているとのことである。

6－3 環境予備調査

パナマにおいては 1998年 6月の Ley41で環境影響評価の制度が定められており、その内容は以

下の2つの冊子にまとめられている。そのなかで、環境影響評価の流れは図6－ 3のように示され

ている。

Proceso de Evaluación de Impacto Ambiental, Mar.2000, ANAM

Manual Operativo de Evaluasión ded Impacto Ambiental, Oct.2001, ANAM

ただ、ここに示された環境影響評価手順は具体性が少なく、かなり理念的なものである。これ

については現地でも批判が出ており、既に改定の動きが見られるとのことである。

ただし、改定の実施及び時期については確かなものではない。

そのため、本プロジェクトにおける環境影響評価は、基本的にはパナマの評価手順を遵守しつ

つ、具体的な作業は JICAガイドラインにしたがって実施することを勧めたい。

また、本プロジェクトのような F／ S段階における環境影響評価の必要性、手順について、関

係者（ANAM、AMP環境技術者、現地コンサルタント）にインタビューした。その結果、「パナマ

手順では具体的な記述がなく、これまでの例では、F／ S段階で正規の環境影響評価は実施された

例がない。もし実施するとすればカテゴリー 1（影響が少ないと見込まれ、資料調査を基に評価書

を作成）程度でよいのではないか」との意見が大多数であった。

本調査においては、プロジェクトの具体的な概要（位置、規模、工事種別等）は本格調査開始後、

マスタープラン策定のあとに検討されることとなるため、現時点では JICAガイドラインによる手

順を実施することは難しい。ここでは、パナマの地方港湾が 6－ 2で述べたように大きく 3つのタ

イプに分かれることから、今回、現地視察を実施した港湾を念頭に置きつつ、表 6－ 1のようなタ

イプの地方港に小規模な港湾建設、改築工事が実施されるものと考えてスクリーニング、スコー

ピングを実施した。実施に際しては、現地関係者とのインタビュー、現地踏査結果、既存資料等

を基にしている。

スクリーニング、スコーピングの結果は表 6－ 1に示した。
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〈第 1段階〉

1－ 1 代替案の検討

（プロジェクト実施者による）

1－ 2 アクションプランの検討

（プロジェクト実施者による）

1－ 3 初期環境調査

1－ 4 EIAの必要性とカテゴリーの決定

（プロジェクト実施者による）

1－ 5 カテゴリー　I、II、III、

〈第 2段階〉

2－ 1 調査の準備

（プロジェクト実施者による）

2－ 2 環境影響緩和策の提案

2－ 3 行為と環境の記載

2－ 4 環境影響の予測

2－ 5 影響算定

2－ 6 影響評価

2－ 7 環境管理計画の策定

2－ 8 住民参加計画の策定

〈第 3段階〉

3－ 1 影響評価結果のレビュー

（当局と住民による）

3－ 2 助言と住民参加の実施

3－ 3 計画の認定

〈第 4段階〉

4－ 1 環境管理計画のコントロール

（当局と住民による）

図 6－ 3　パナマ環境影響評価流れ図

カテゴリー I：環境への影響小

カテゴリー I：環境への影響大

表 6－ 1　スクリーニング、スコーピング港湾タイプ

番　号 港湾タイプ 今回視察港
1 山地・丘陵地に接し、外洋に面し、小～中規模な土工事をもって港と

したもの。人家からは離れているものも多い。

2 リアス式海岸を背景として山地、丘陵地に接した内湾に小規模な土工

事で建設されている港。比較的人家に接近しているものが多い。

3 河川港として中～大河川の中流域から河口部に小規模な土工事をもっ

て建設された港。比較的人家に接近しているものが多い。

Vacamonte港、Charco Azul港、

Armuels港

Almirante 港、La Palma 港、

Bocas del Toro港

Aguadulce港、Pedregal 港
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表 6－ 2（a）　プロジェクト概要（環境予備調査）

項　目 内　容

プロジェクト名

背　景

目　的

位　置

実施機関

裨益人口

計画緒元

計画の種類

港湾の性格

係留施設

外かく施設

水域施設

浚渫埋立等

関連開発

その他特記すべき事項

注）記述は既存資料による分かる範囲内とする

パナマ全国港湾総合整備計画調査

港湾及び同関連産業は、運河と並ぶパナマの主要産業であり、パナマ政府は港湾事

業の発展を基本目標としている。

現在、コロン、パナマ両市の主要な港湾が民営化され、かつ、近代化が進められた

結果、急速な成長を遂げたが、他方、地方の港湾は維持補修の欠如から急速に衰退

しており、パナマ政府の希求する「調和のとれた港湾及び地方の発展」とは程遠い現

状となっている。

また、パナマ政府は同時に農村地域における生活向上をも重要目標として掲げてい

るが、目標達成のためにも地方港湾の発展は不可欠である。

このように、パナマ国土の一体的な発展をめざした港湾の発展、関連産業の開発及

び地方の経済と生活の中心である中小港湾の整備が一体化し、かつ調和のとれた総

合港湾開発政策の立案が急務となっている。

港湾開発計画の策定

パナマ全土

パナマ海運庁

不　明

新設／改良

外貿／内貿／漁港／商業港／専用港その他（　　）

貨物／フェリー

桟橋／岸壁、　水深　　m、延長　　m

護岸　　m／防波堤　　m

航路　　m／水深　　m

　　　m3

EPZ／工業団地／その他（　　）

計画緒元は不明である
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表 6－ 2（b）　プロジェクト立地環境（港湾タイプ：1）

項　目 内　容

プロジェクト名

地域住民

（居住者／先住民／計画に対する意識）

土地利用

（漁村、魚市場／臨海工業地域／史跡等）

経済／レクリエーション

（農漁業・商業／リゾート施設等）

地形・地質・景観

（急傾斜地・軟弱地盤・湿地 ／断層等）

海岸・海域

（侵食・堆砂／潮流・潮汐・水深等）

貴重な動植物・生息域

（マングローブ・珊瑚礁・水生生物等）

苦情の発生状況

（関心の高い公害等）

対応の状況

（制度的な対策／補償等）

その他特記すべき事項

注）記述は既存資料により分かる範囲内とする

パナマ全国港湾総合整備計画調査

人家からは離れた箇所が多い。港湾の修理、改良が望まれてい

る。

周囲は山林が多い。近傍部落は漁村、農村、山村からなってい

る。

農林漁業主体

海岸に接し急崖が多い。一部で断層海岸。

軟弱地盤は分布しない可能性が高い。

一部で海岸線の侵食がみられる。堆砂の問題は少ない。

貴重種の存在は、既存資料では確認されていない。

特になし

特になし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（c）　スクリーニング結果表（港湾タイプ：1）

環境項目 内　容 評　定 備　考（根拠）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

総合評価：IEEあるいは EIAの実施が必要と
なる開発プロジェクトか

住民移転

経済活動

交通・生
活施設
地域分断

遺跡・文
化財
水利権・
入会権
保健衛生

廃棄物

災 害（ リ
スク）
地形・地
質
土壌侵食

地下水

湖沼・河
川流況
海岸・海
域
動植物

気　象

景　観

大気汚染

水質汚濁

土壌汚染

騒音・振
動
地盤沈下

悪　臭

用地占有に伴う移転（居住権、土地
所有権の転換）
土地、漁場等の生産機会の喪失、経
済構造の変化
渋滞・交通事故等既存交通や学校・
病院等への影響
交通の阻害による地域社会の分断

寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や
価値の減少
漁業権、水利権、山林入会権の阻害

ゴミや衛生害虫の発生等衛生環境
の悪化
建設廃材・残土、汚泥、一般廃棄物
等の発生
地盤崩壊、落盤、事故等の危険性の
増大
掘削・盛土による価値のある地形・
地質の改変
土地造成・森林伐採後の雨水によ
る汚染
掘削に伴う排水等による流量、河
床の変化
埋立てや放水路等による流量、河
床の変化
埋め立てや海況の変化による海岸
侵食や堆積
生息条件の変化による繁殖阻害、
種の絶滅
大規模造成や建築物による気温、
風況等の変化
造成による地形変化、構造物によ
る調和の阻害
車両や船舶からの排出ガス、有害
ガスによる汚染
土砂や工場排水等の流入による汚
染
野積みからの粉じん、農薬等によ
る汚染
車両・船舶の航行等による騒音・振
動の発生
地盤変状や地下水位低下に伴う地
表面の沈下
港湾施設からの排気ガス・悪臭物
質の発生

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

要・不要

計画によっては住民移転の可能性
がある
生産機会の喪失を伴うような大規
模開発はない
特に静穏を要する施設の分布が不
明
発生要因なし

遺跡等に影響を与える大規模改変
は行わない
漁業権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土・廃棄物発生

発生要因なし

陸域の大規模地形改変はない

陸域の大規模地形改変はない

発生要因なし

湖沼・河川とは離れている

計画によっては海岸侵食、堆積の
可能性がある
生息域の状況不明

気象に影響を与えるほどの巨大構
造物は考えられていない
新規港湾の建設による景観の変化

発生要因なし

浚渫による汚濁水の発生

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音

軟弱地盤は分布しない可能性が高
い
発生要因なし

影響がある又は不明の項目が複数
ある

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表　6－ 2（d）　スコーピング結果表（港湾タイプ：1）

環境項目 評　定 根　拠

1 住民移転 C

2 経済活動 D

3 交通・生活施設 C

4 地域分断 D

5 遺跡・文化財 D

6 水利権・入会権 C

7 保健衛生 D

8 廃棄物 C

9 災害（リスク） D

10 地形・地質 D

11 土壌侵食 D

12 地下水 D

13 湖沼・河川流況 D

14 海岸・海域 C

15 動植物 C

16 気　象 D

17 景　観 C

18 大気汚染 D

19 水質汚濁 C

20 土壌汚染 D

21 騒音・振動 C

22 地盤沈下 D

23 悪　臭 D

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる
B： 多少のインパクトが見込まれる
C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものと

する）
D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

注 2） 評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること

陸域の開発が必要となった場合は住民移転等が必要となる可能性があ
る
漁場への影響、地域経済活動に変化を与える可能性のある大規模開発
は行わない
特に静穏を要する施設の分布が不明である

発生要因なし

遺跡・文化財に影響を与えるような陸上の大規模改変は行わない

漁業権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土、廃棄物発生

発生要因なし

発生要因なし

陸域の大規模な地形改変はない

発生要因なし

湖沼・河川とは離れている

計画によっては海岸侵食、漂砂による堆積を助長する可能性がある

生息域の状況が不明であり、計画によっては魚類、植物に影響を与え
る可能性がある
気象に影響を与えるほどの巨大構造物は考えられていない

大規模構造物が建設された場合は、景観が変化する

発生要因なし

計画によっては海底面掘削に伴い汚濁水の発生する可能性がある

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音が発生する可能性がある

地盤沈下の原因となる軟弱地盤は分布しない可能性が高い

発生要因なし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（e）　総合評価（港湾タイプ：1）

環境項目 評　定 今後の調査方針 備　考

住民移転 C

交通・生活施設 C

水利権・入会権 C

廃棄物 C

海岸・海域 C

動植物 C

景　観 C

水質汚濁 C

騒音・振動 C

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる

B： 多少のインパクトが見込まれる

C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮にいれておくものと

する）

D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

計画地周辺の社会状況を調査し、住民移転が必要と

されるような大規模工事は極力避ける計画とする。

現地踏査、インタビューにより対象地域の現況を把

握し、通過車両が地域の交通・生活施設に大きな影

響を与えないような計画とする。

漁業権の実態を現地調査により把握し、問題の発生

を極力抑える計画とする。

残土、廃棄物が発生する場合は工事計画のなかで処

理計画を立案する。

既存資料及び補足的な現地調査を基に海岸侵食、堆

砂の問題のない計画を立案する。

現地踏査、既存資料とインタビューにより貴重種の

分布を確認する。貴重種分布域では構造物新設を避

けた計画とする。

大きく景観を変えない計画とする。

F／S対象港において底質調査・水質調査を行い、既

存資料と併せて水質に悪影響を与えないような計画

を立案する。

既存資料及びインタビューにより静穏を要する施設

の分布を確認する。自動車の通行量ができるだけ少

なくなるように計画する。

ダリエンでは先住民居留

地息に注意

特に海岸侵食に注意
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表 6－ 2（b）　プロジェクト立地環境（港湾タイプ：2）

項　目 内　容

プロジェクト名

地域住民

（居住者／先住民／計画に対する意識）

土地利用

（漁村、魚市場／臨海工業地域／史跡等）

経済／レクリエーション

（農漁業・商業／リゾート施設等）

地形・地質・景観

（急傾斜地・軟弱地盤・湿地 ／断層等）

海岸・海域

（侵食・堆砂／潮流・潮汐・水深等）

貴重な動植物・生息域

（マングローブ・珊瑚礁・水生生物等）

苦情の発生状況

（関心の高い公害等）

対応の状況

（制度的な対策／補償等）

その他特記すべき事項

注）記述は既存資料により分かる範囲内とする

パナマ全国港湾総合整備計画調査

人家に近接した箇所が多い。港湾の修理、改良が望まれている。

町の中心となっているものが多い。近傍部落は漁村、農村、山

村からなっている。一部に工場・商業施設等がある。

農林漁業主体。一部にリゾート施設等がある。

丘陵地に接したものが多い。一部では海岸に接し急崖がある。

軟弱地盤も分布する可能性がある。

海岸線の侵食は比較的少ないが一部で堆砂の問題がある。

貴重種の存在は、既存資料では確認されていない。近くに国立

公園等が設定されている港がある。

特になし

特になし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（c）　スクリーニング結果表（港湾タイプ：2）

環境項目 内　容 評　定 備　考（根拠）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

総合評価：IEEあるいは EIAの実施が必要と
なる開発プロジェクトか

住民移転

経済活動

交通・生
活施設
地域分断

遺跡・文
化財
水利権・
入会権
保健衛生

廃棄物

災 害（ リ
スク）
地形・地
質
土壌侵食

地下水

湖沼・河
川流況
海岸・海
域
動植物

気　象

景　観

大気汚染

水質汚濁

土壌汚染

騒音・振
動
地盤沈下

悪　臭

用地占有に伴う移転（居住権、土地
所有権の転換）
土地、漁場等の生産機会の喪失、経
済構造の変化
渋滞・交通事故等既存交通や学校・
病院等への影響
交通の阻害による地域社会の分断

寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や
価値の減少
漁業権、水利権、山林入会権の阻害

ゴミや衛生害虫の発生等衛生環境
の悪化
建設廃材・残土、汚泥、一般廃棄物
等の発生
地盤崩壊、落盤、事故等の危険性の
増大
掘削・盛土による価値のある地形・
地質の改変
土地造成・森林伐採後の雨水によ
る汚染
掘削に伴う排水等による流量、河
床の変化
埋立てや放水路等による流量、河
床の変化
埋め立てや海況の変化による海岸
侵食や堆積
生息条件の変化による繁殖阻害、
種の絶滅
大規模造成や建築物による気温、
風況等の変化
造成による地形変化、構造物によ
る調和の阻害
車両や船舶からの排出ガス、有害
ガスによる汚染
土砂や工場排水等の流入による汚
染
野積みからの粉じん、農薬等によ
る汚染
車両・船舶の航行等による騒音・振
動の発生
地盤変状や地下水位低下に伴う地
表面の沈下
港湾施設からの排気ガス・悪臭物
質の発生

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

要・不要

計画によっては住民移転の可能性
がある
生産機会の喪失を伴うような大規
模開発はない
特に静穏を要する施設の分布が不
明
発生要因なし

遺跡等に影響を与える大規模改変
は行わない
漁業権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土・廃棄物発生

発生要因なし

陸域の大規模地形改変はない

陸域の大規模地形改変はない

発生要因なし

湖沼・河川に影響する改変は行わ
ない
計画によっては海岸侵食、堆積の
可能性がある
生息域の状況不明

気象に影響を与えるほどの巨大構
造物は考えられていない
新規港湾の建設による景観の変化

発生要因なし

浚渫による汚濁水の発生

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音

軟弱地盤の分布域不明

発生要因なし

影響がある又は不明の項目が複数
ある

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表　6－ 2（d）　スコーピング結果表（港湾タイプ：2）

環境項目 評　定 根　拠

1 住民移転 C

2 経済活動 D

3 交通・生活施設 C

4 地域分断 D

5 遺跡・文化財 D

6 水利権・入会権 C

7 保健衛生 D

8 廃棄物 C

9 災害（リスク） D

10 地形・地質 D

11 土壌侵食 D

12 地下水 D

13 湖沼・河川流況 D

14 海岸・海域 C

15 動植物 C

16 気　象 D

17 景　観 C

18 大気汚染 D

19 水質汚濁 C

20 土壌汚染 D

21 騒音・振動 C

22 地盤沈下 C

23 悪　臭 D

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる
B： 多少のインパクトが見込まれる
C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものと

する）
D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

注 2） 評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること

陸域の開発が必要となった場合は住民移転等が必要となる可能性があ
る
漁場への影響、地域経済活動に変化を与える可能性のある大規模開発
は行わない
特に静穏を要する施設の分布が不明である

発生要因なし

遺跡・文化財に影響を与えるような陸上の大規模改変は行わない

漁業権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土、廃棄物発生

発生要因なし

発生要因なし

陸域の大規模な地形改変はない

発生要因なし

湖沼・河川とは離れている

計画によっては堆砂を助長する可能性がある

生息域の状況が不明であり、計画によっては魚類、植物に影響を与え
る可能性がある
気象に影響を与えるほどの巨大構造物は考えられていない

大規模構造物が建設された場合は、景観が変化する。特に Bocas del
Toro等の観光地では注意を要する。
発生要因なし

計画によっては海底面掘削に伴い汚濁水の発生する可能性がある

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音が発生する可能性がある

軟弱地盤が分布している可能性があり、盛土による地盤沈下発生の可
能性がある
発生要因なし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（e）　総合評価（港湾タイプ：2）

環境項目 評　定 今後の調査方針 備　考

住民移転 C

交通・生活施設 C

水利権・入会権 C

廃棄物 C

海岸・海域 C

動植物 C

景　観 C

水質汚濁 C

騒音・振動 C

地盤沈下 C

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる

B： 多少のインパクトが見込まれる

C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮にいれておくものと

する）

D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

計画地周辺の社会状況を調査し、住民移転が必要と

されるような大規模工事は極力避ける計画とする。

現地踏査、インタビューにより対象地域の現況を把

握し、通過車両が地域の交通・生活施設に大きな影

響を与えないような計画とする。

漁業権の実態を現地調査により把握し、問題の発生

を極力抑える計画とする。

残土、廃棄物が発生する場合は工事計画のなかで処

理計画を立案する。

既存資料及び補足的な現地調査を基に海岸侵食、堆

砂の問題のない計画を立案する。

現地踏査、既存資料とインタビューにより貴重種の

分布を確認する。貴重種分布域では構造物新設を避

けた計画とする。

大きく景観を変えない計画とする。

F／S対象港において底質調査・水質調査を行い、既

存資料と併せて水質に悪影響を与えないような計画

を立案する。

既存資料及びインタビューにより静穏を要する施設

の分布を確認する。自動車の通行量ができるだけ少

なくなるように計画する。

地盤調査により軟弱地盤の分布を確認し、地盤沈下

の発生を抑えた計画とする。

ダリエンでは先住民居留

地息に注意

近傍に国立公園がある場

合は特に注意して調査の

必要あり

Bocas del Toro のような

観光地では特に注意

工場、民家が近接してい

る港では特に注意
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表 6－ 2（b）　プロジェクト立地環境（港湾タイプ：3）

項　目 内　容

プロジェクト名

地域住民

（居住者／先住民／計画に対する意識）

土地利用

（漁村、魚市場／臨海工業地域／史跡等）

経済／レクリエーション

（農漁業・商業／リゾート施設等）

地形・地質・景観

（急傾斜地・軟弱地盤・湿地 ／断層等）

海岸・海域

（侵食・堆砂／潮流・潮汐・水深等）

貴重な動植物・生息域

（マングローブ・珊瑚礁・水生生物等）

苦情の発生状況

（関心の高い公害等）

対応の状況

（制度的な対策／補償等）

その他特記すべき事項

注）記述は既存資料により分かる範囲内とする

パナマ全国港湾総合整備計画調査

人家に近接した港が多い。港湾の修理、改良を望んでいる。

近傍部落は漁村、農村からなっている。一部に工場・商業施設

等がある。

農林漁業主体

軟弱地盤が多い。

堆砂の問題が多い。

マングローブ林を開いて作られた港が多い。外海までの間もマ

ングローブ林が多い。貴重種の存在は既存資料では確認されて

いない。

特になし

特になし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（c）　スクリーニング結果表（港湾タイプ：3）

環境項目 内　容 評　定 備　考（根拠）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

総合評価：IEEあるいは EIAの実施が必要と
なる開発プロジェクトか

住民移転

経済活動

交通・生
活施設
地域分断

遺跡・文
化財
水利権・
入会権
保健衛生

廃棄物

災 害（ リ
スク）
地形・地
質
土壌侵食

地下水

湖沼・河
川流況
海岸・海
域
動植物

気　象

景　観

大気汚染

水質汚濁

土壌汚染

騒音・振
動
地盤沈下

悪　臭

用地占有に伴う移転（居住権、土地
所有権の転換）
土地、漁場等の生産機会の喪失、経
済構造の変化
渋滞・交通事故等既存交通や学校・
病院等への影響
交通の阻害による地域社会の分断

寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や
価値の減少
漁業権、水利権、山林入会権の阻害

ゴミや衛生害虫の発生等衛生環境
の悪化
建設廃材・残土、汚泥、一般廃棄物
等の発生
地盤崩壊、落盤、事故等の危険性の
増大
掘削・盛土による価値のある地形・
地質の改変
土地造成・森林伐採後の雨水によ
る汚染
掘削に伴う排水等による流量、河
床の変化
埋立てや放水路等による流量、河
床の変化
埋め立てや海況の変化による海岸
侵食や堆積
生息条件の変化による繁殖阻害、
種の絶滅
大規模造成や建築物による気温、
風況等の変化
造成による地形変化、構造物によ
る調和の阻害
車両や船舶からの排出ガス、有害
ガスによる汚染
土砂や工場排水等の流入による汚
染
野積みからの粉じん、農薬等によ
る汚染
車両・船舶の航行等による騒音・振
動の発生
地盤変状や地下水位低下に伴う地
表面の沈下
港湾施設からの排気ガス・悪臭物
質の発生

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

要・不要

計画によっては住民移転の可能性
がある
生産機会の喪失を伴うような大規
模開発はない
特に静穏を要する施設の分布が不
明
発生要因なし

遺跡等に影響を与える大規模改変
は行わない
漁業権・水利権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土・廃棄物発生

発生要因なし

陸域の大規模地形改変はない

陸域の大規模地形改変はない

発生要因なし

計画によっては河川流況に影響を
与えるおそれがある
計画によっては堆砂の問題がある

生息域の状況不明

気象に影響を与えるほどの巨大構
造物は考えられていない
新規港湾の建設による景観の変化

発生要因なし

浚渫による汚濁水の発生

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音

軟弱地盤が主体であり、盛土によ
る地盤沈下の可能性がある
発生要因なし

影響がある又は不明の項目が複数
ある

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（d）　スコーピング結果表（港湾タイプ：3）

環境項目 評　定 根　拠

1 住民移転 C

2 経済活動 D

3 交通・生活施設 C

4 地域分断 D

5 遺跡・文化財 D

6 水利権・入会権 C

7 保健衛生 D

8 廃棄物 C

9 災害（リスク） D

10 地形・地質 D

11 土壌侵食 D

12 地下水 D

13 湖沼・河川流況 C

14 海岸・海域 D

15 動植物 C

16 気　象 D

17 景　観 C

18 大気汚染 D

19 水質汚濁 C

20 土壌汚染 D

21 騒音・振動 C

22 地盤沈下 C

23 悪　臭 D

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる
B： 多少のインパクトが見込まれる
C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものと

する）
D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

注 2） 評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること

陸域の開発が必要となった場合は住民移転等が必要となる可能性があ
る
漁場への影響、地域経済活動に変化を与える可能性のある大規模開発
は行わない
特に静穏を要する施設の分布が不明である

発生要因なし

遺跡・文化財に影響を与えるような陸上の大規模改変は行わない

漁業権・水利権の状況が不明

発生要因なし

工事に伴う残土、廃棄物発生

発生要因なし

発生要因なし

陸域の大規模な地形改変はない

発生要因なし

計画によっては河川流況に影響を与える可能性、堆砂を助長する可能
性がある
海岸・海域からは離れている

生息域の状況が不明であり、計画によっては魚類、植物に影響を与え
る可能性がある
気象に影響を与えるほどの巨大構造物は考えられていない

大規模構造物が建設された場合は、景観が変化する

発生要因なし

計画によっては川底面掘削に伴い汚濁水の発生する可能性がある

発生要因なし

工事車両の走行による振動・騒音が発生する可能性がある

軟弱地盤が分布している可能性があり、盛土による地盤沈下発生の可
能性がある
発生要因なし

社
会
環
境

自
然
環
境

公
　
害
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表 6－ 2（e）　総合評価（港湾タイプ：3）

環境項目 評　定 今後の調査方針 備　考

住民移転 C

交通・生活施設 C

水利権・入会権 C

廃棄物 C

海岸・海域 C

動植物 C

景　観 C

水質汚濁 C

騒音・振動 C

地盤沈下 C

注 1） 評定の区分
A： 重大なインパクトが見込まれる

B： 多少のインパクトが見込まれる

C： 不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮にいれておくものと

する）

D： ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいは EIAの対象としない

計画地周辺の社会状況を調査し、住民移転が必要と

されるような大規模工事は極力避ける計画とする。

現地踏査、インタビューにより対象地域の現況を把

握し、通過車両が地域の交通・生活施設に大きな影

響を与えないような計画とする。

漁業権の実態をインタビュー調査により把握し、問

題の発生を極力抑える計画とする。

残土、廃棄物が発生する場合は工事計画のなかで処

理計画を立案する。

計画のなかで、河川流況に悪影響を及ぼさないこと、

浚渫等を通して堆砂の影響を少なくすることを検討

する。

現地踏査、既存資料とインタビューにより貴重種の

分布を確認する。貴重種分布域では構造物新設を避

けた計画とする。

大きく景観を変えない計画とする。

F／S対象港において底質調査・水質調査を行い、既

存資料と併せて水質に悪影響を与えないような計画

を立案する。

既存資料及びインタビューにより静穏を要する施設

の分布を確認する。自動車の通行量ができるだけ少

なくなるように計画する。

地盤調査により軟弱地盤の分布を確認し、地盤沈下

の発生を抑えた計画とする。

ダリエンでは先住民居留

地息に注意

マングローブ林は極力抜

開しない

生活廃水、工場廃水の流

れ込む河川は特に注意す

る
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6－4 本格調査のための既存資料整備状況

（1）地形図

パナマにおいては Instituto Geografico Nacional "Tommy Guardia"が国土地理院の役割を果た

しており、ここで各種地形図が発行されている。地形図のうち縮尺 1：50,000のものが基本図

となっており、パナマ全土にわたって整備されている。しかし、この地形図は1960～ 1970年

代撮影の古いものが多く（1960～ 1970年代）、地形等の知るうえでは役に立つが、現在の社会

状況等を知る目的としては有用ではない。また、この地形図は大部分の地域が品切れであり、

売店では販売されていない。ただ、「JICAプロジェクトのためにはコピーが可能である」との

約束を Director General の Denis Fuentes氏から得ているので、必要な場合は要請されたい。そ

の他、縮尺 1：250,000の地形図が全土にわたって整備されているが、縮尺が大きいため詳細

は判別不能である。また縮尺1：10,000、5,000の地形図も発行されているが、カバーする範囲

は都市部に限られており、今回対象地域ではこれら縮尺の地形図はない。

（2）空中写真

Instituto Geografico Nacional "Tommy Guardia"によって空中写真が撮影されている。これは

国土の約 70％をカバーしており、今回対象地域はほぼ全地点でこの空中写真が使用可能であ

る。また、これらの空中写真は写真単体での使用と同時に、オルソフォト（空中写真の上に等

高線他の情報を記したもの）として整備されつつあり、一部の地域では使用可能である。

（3）気象情報

パナマ運河周辺の気象状況はACPによって継続的に観測が続けられており、このデータが

入手可能である。しかし、パナマには気象庁にあたる組織がないため、それ以外の地域につ

いての気象データは極めて乏しい。現在、ETESA とよばれる電力会社が全国の気象観測を

行っているが、降水量、温度、湿度以外の項目を観測している地点はほとんどない。また、記

録はあまり整理されておらず、他国における year bookのような形では公表されていない。た

だ、いくつかの地点では風速・風向等の降水量以外の観測も行われており、他の機関で実施

された過去の観測データもここで保存されているため、それらのデータは使用可能である。

（4）海象情報

パナマ運河周辺の海象状況はACPによって継続的に観測が続けられており、このデータが

入手可能である。しかし、それ以外の地域については網羅的な海象情報はない。個別的なプ

ロジェクトで海象観測を実施している例はいくつかあるが、単発的で、観測地点も極めて限

られたものであり、あまり参考にはならない。また、Instituto Geografico Nacional "Tommy
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Guardia"によって海域の深浅測量が実施されている場所もあるが、その範囲は極めて限られて

おり、今回プロジェクトにはあまり参考にはならない。

今回、AMP側から調査団に対し、本格調査に際して波高計、潮流計、エコーサウンダー、

風速計を持参して測定を行ってほしい旨、要請があった。

海象・気象に関する既存データがほとんど期待できないことから、本格調査においてはF／S

対象港について、海象・気象条件を実際に測定し、それを基に検討を進める必要がある。本格

調査団は以下の機材を携行機材として持参し、測定を行うことが望ましい。

1） 海象計（潮位、潮流、波高）

2） GPS深浅測量システム

3） 気象観測システム（降水量、風向・風速、温度、湿度）

4） 原位置水質測定器（温度、pH、濁度、DO）

6－5 ローカルコンサルタント

今回調査のなかで現地コンサルタント7社に接触し、そのうち4社と面談、現地再委託に関する

見積りを依頼した。接触したコンサルタント 7社の概要を表 6－ 2に示す。

現地コンサルタントに再委託する業務内容は以下のものを想定している。見積りを依頼した4社

の現地コンサルタント会社は、これらの業務を行う技術力があるものと判断される。ただし、調査

の内容、場所等については、第 1次調査の結果を基に F／ S実施対象の港湾を選択したうえで改め

て検討、決定する必要がある。

（1）ボーリング（陸上）

陸上部分の地質状況を確認するために、各 F／ S対象港湾について調査ボーリングを実施

する。ボーリング本数は 1港湾について 1本、掘進長は 30m、標準貫入試験を 1mごとに実施

し、軟弱粘性土が出現した場合は乱さない試料採取を実施する。更に標準貫入試験、で採取

された試料について室内試験を実施する。試験数量は 40試料、試験項目は粒度、比重、含水

比、液性限界、塑性限界とする。また乱さない試料が採取された場合は、これに加えて、力

学試験を実施する。

（2）ボーリング（海上）

海上部分の地質状況を確認するために、各 F／ S対象港湾について調査ボーリングを実施

する。ボーリング本数は 1港湾について 2本、掘進長は 30m、標準貫入試験を 1mごとに実施

し、軟弱粘性土が出現した場合は乱さない試料採取を実施する。更に標準貫入試験、で採取

された試料のうち 80試料について室内土質試験、40試料について室内化学試験を実施する。
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また、乱さない試料が採取された場合は、これに加えて力学試験を実施する。

（3）底質試料採取と室内試験

底質の汚染状況を確認するために、各 F／ S対象港湾について底質の試料採取と室内試験

を実施する。採取試料数は 1港湾について 20試料とし、試験項目は現在制定準備中の浚渫に

関するパナマの環境基準に従うこととする。

（4）地形測量

現状の陸上の地形、構造物の配置等を確認し、F／ S実施の基礎資料とするために各 F／ S

対象港湾について地形測量を実施する。成果品の縮尺は1：1,000、測量範囲は1km× 0.5kmと

するが、F／S対象港が選定されたあとに、各港の計画に必要な範囲を再度検討し、測量範囲

を決定すること。

（5）環境調査

各 F／ S対象港湾周辺の現地踏査、資料収集、聞き込み等の実施により、環境の現況を把

握し、その結果を初期環境調査書、環境影響評価書に取りまとめる。調査の実施、影響評価

書の取りまとめは現地専門家に再委託することとし、日本側調査団担当者は現地専門家の指

示、管理、指導、取りまとめを実施する。再委託する現地専門家は、「生態系」、「社会環境」、

「土壌・水質」とするが、現地の状況に応じて適宜変更すること。
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表 6－ 3　現地ローカルコンサルタント一覧

会社名 電話、FAX、e-mail、コンタクトパーソン 特徴、評価

PLANETA

Ingenieros Geotecnicos, S.A.

the Louis Berger Group, INC.

TECNILAB, S.A.

ARGAR, S.A

Geoamcientales y Renovables, S.A.

Eco Proyectos

Tel: 260-7156

Fax:

e-mail: mzarate@planetaconsultores.com

Mr. Manuel F. Zarate P.,

Gerente General

Tel: 279-0014

Fax: 279-0365

e-mail: gberman@ingeotec.net

Mr. George Berman Aleman,

Gerente General

Tel: 265-3133

Fax: 213-0544

e-mail: louisbergrger@cwpanama.net

Mr. Marcelo de la Rosa S.,

Director

Tel: 224-9137

Fax: 2216451

e-mail: tecnilab@cwpanama.net

Mr. Bruno Barranco,

General Manager

Tel: 226-8116

Fax: 226-8261

e-mail: argar@sinfo.net

Mr. Jogias Garrido N.,

Director

Tel: 226-8116

Fax:

Tel: 236-9092

Fax:

・一番詳しい見積り

・環境調査、評価書作成が主な

業務

・対応は良好、エンジニアリン

グの技術は問題ないと思える

・今回接触したなかでは、地盤

調査等の現地調査が一番得意

なようにみえる

・エンジニアリングの技術は問

題ないと思える

・対応も丁寧で、見積りもしっ

かりしている

・米国の非常に大きなコンサル

タント会社の現地会社である

・大きな会社であるため技術

力、機動力は問題ない

・やや簡単な見積りで、業務内

容を誤解しているところもあ

る

・地質調査専業の会社と思われ

る

・見積りは妥当である

・環境分野は苦手なようにみえ

る

・環境浄化が専門であり、地盤

調査等は不得意とみえる

・対応は良好であるが今回の再

委託先としては不適と思われ

る

・対応悪く、面会約束時間に現

れず

・AMPから紹介があったが、常

に留守番電話のため接触でき

ず



- 83 -

第 7章　本格調査への提言

7－1 基本方針

（1）パナマの港湾に関する基本的認識

パナマにおいては、港湾及びその関連作業は、パナマ運河と並ぶパナマの主要産業である。

現在、運河の両端にあるコロン、パナマ両市の主要な港湾は民間事業者によるコンセッショ

ン契約により運営されており、ある程度の投資もなされ近代化が進められている。他方、地

方の港湾は施設の老朽化、維持補修の欠如等から急速に活動が停滞しつつあり、パナマ政府

のめざす「調和のとれた港湾及び地方の発展」とは程遠い状態となっている。

特に、地方部の農産品、水産品などをはじめとした地域産業の促進、フリーゾーンの活用

や観光等の新たな地域産業の育成、また、地方部の交通基盤としての海上交通の機能向上も

含め、地域格差の是正をめざすうえで、地方港湾の発展が不可欠である。

このため、パナマ国土の一体的な発展をめざした、調和のとれた港湾の整備戦略を策定す

るとともに、地域開発、地方振興の理念のもと、地方港湾を核とした開発整備計画の策定が

大きく期待されている。

（2）調査の概要及び留意事項

本調査は、パナマ政府の要請に基づき、港湾開発による調和のとれた地方の発展をめざし、

全国港湾整備戦略（2024年目標）の策定したうえで、選定した地方港湾の M／ P（2024年目標）

を策定、その M／ Pのうち優先プロジェクトの F／ Sを実施するものである。そして、調査

過程を通じて、パナマ側カウンターパートに技術移転を図るものである。

本調査の実施において、特に留意が必要な点は次のとおりである。

1） 国家海事戦略の位置づけと検討のスタンス

現在、AMPは国家海事戦略を議論、策定中である。具体的には、海上トランシップ、両

洋間トランシップ、海洋・沿岸資源、海洋司法権、商船という 5つの分野にそれぞれにつ

いて、パナマの長所短所などの分析（SWOT分析）を行った段階である。パナマ政府として

は、パナマ運河やその立地条件を活かした戦略を指向しているところであるが、様々な意

見があるなかで、その策定作業は遅れ気味であるが、2003年夏ごろには取りまとめたいと

の意向であった。さらに、AMPの組織としてもその人事面、経営収入面等で強化を行うよ

う政府に要求中である。

このような作業が進行しているところであり、本調査の実施にあたっては、その中間成

果や策定済みの事項についてはレビューを行い、更に補足的、具体的な提言ができるもの
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については、本調査で積極的に検討し、パナマ側が取り込んでいくことを支援するもので

ある。

なお、パナマ側の「海事戦略」の内容は抽象的な理念にとどまることも考えられ、本調査

においては、個々の地方港湾開発プログラムの検討において、戦略を一部具体化する方策

（プロジェクトの検討体制、資金確保方策等）を提言することに力点を置き、その際、経済

面、組織面、法制度面、港湾保安の観点から提言することが効果的と考えられる。

2） M／ P策定の対象とする地方港湾の数

M／ Pを策定する地方港湾は、調査の過程において決定することとされているが、パナ

マ側の現時点の意向も勘案し、対象とする地方港湾の数としては最大 4か所と考えられる。

パナマ側からは、エリア①ボカス・デル・トロ県、チリキ県、の優先順位が高いとの見

解が AMP側からあった。それに続く優先順位として、エリア②（ダリエン県、ラ・パルマ

港等）、エリア③（首都圏地域）、エリア④（アスエロ半島周辺地域）であった。

なお、参考であるが事前調査団による現地踏査などを踏まえると、おおむね次のような

4か所が想定された。これは、本格調査において、詳細な調査、地域の意向、動向を踏まえ

て選定されるべきものである。

① ボカス・デル・トロ県、ボカス・デル・トロ港付近

② チリキ県、アルムエージェス港付近

③ ダリエン県、ラ・パルマ港付近

④ アスエロ半島周辺、アグアドルセ港付近

また、1か所の港湾においても、特に小型旅客船などのネットワークや、フェリーのネッ

トワークを考慮する場合は、相手港のターミナルについても、着目しておく必要がある。

3） 需要予測の対象と考え方について

開発戦略の検討において需要予測を行うが、その目的は 2点あり、2種類の需要予測が必

要となる。

ひとつは、国全体の需要予測であり、これは、主要港と地方港を含めた全国マクロな需

要を見通すものである。国全体の長期需要予測においては、現在パナマ運河の需要予測作

業も行われているが、パナマ運河拡張事業の実施の決定は 2004年以降とのこともあり、需

要予測にあたっては、拡張の有無の影響も考慮する必要があると考えられる。

したがって、マクロの観点からの需要予測は、パナマ運河拡張事業等との関連を考慮し、

拡張した場合としない場合の両ケースを想定して行う。

もうひとつは、地方港湾の M／ Pを検討するために必要となる、地域の発生集中貨物を

積み上げ予測する、いわばミクロな需要予測である。これについては、選定された地方港

湾を対象として、F／ Sに対応した精度での需要予測が求められる。
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これらの目的に応じた需要予測をそれぞれ適切に行う必要がある。

7－2 調査の内容と項目

本調査は、パナマ政府の要請に基づき、港湾開発による調和のとれた地方の発展をめざし、全

国港湾整備戦略（2024年目標）の策定したうえで、選定した地方港湾のM／ P（2024年目標）を策定

し、その M／ Pのうち優先プロジェクトの F／ Sを実施するものである。そして、調査過程を通

じて、パナマ側カウンターパートに技術移転を図るものである。

全国港湾整備戦略の策定にあたっては、現在パナマにおいて国家海事戦略を策定中であり、そ

の内容をフォロー、レビューする。地方港湾の M／ Pの策定にあたっては、第 1次現地調査の初

期の段階からその策定対象の選定に向けた作業を行い、自然条件調査等を円滑に実施する必要が

ある。

（1）国内準備作業

1） 関連資料・情報の収集整理

日本国内で収集可能な既存資料・情報を収集し、事前調査で収集した資料等とともに整

理、分析、検討する。

2） 調査の基本方針等の検討

関連資料・情報の検討結果を踏まえ、実施調査の基本方針、方法、項目と内容、工程、手

順、実施スケジュール等を検討する。なお、各種データの分析方法、調査期間中の技術移

転のためのプログラムについても検討する。

3） インセプション・レポート（IC/R）の作成

業務指示書、S／W、M／Mに含まれる項目を網羅し、上記の内容を取りまとめて、IC/R

を作成する。

（2）第 1次現地調査（港湾整備戦略の策定、M／ P策定地方港湾の選定）

1） IC/Rの説明・協議

IC/Rをパナマ側に説明・協議のうえ、合意を得る。特に、調査方法、工程及び技術移転

のためのプログラムについて十分な協議、調整を行う。

また、カウンターパートの配置とステアリング・コミッティの設置等をパナマ側に確認

する。

2） 現状分析

以下の項目について、既存収集資料・データ等を分析するとともに、追加的な情報・資

料の収集が必要なものについては、更に情報の確認・補充を行う。これらの分析により現
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状の課題を抽出する。

a） 貨物と旅客の実態把握

全国の港湾の利用船舶数、貨物取扱量、旅客数など海上交通、港湾利用に関する基礎

的な統計を収集・整理する。

b） 法制度の把握

既存の港湾の管理運営等にかかる関連の法律、規則、整備制度、財源等の状況を整理

する。

c） 港湾機能と背後圏の把握

既存の港湾開発計画、国家計画、地域開発計画の内容と、周辺国も含めた港湾背後圏

の状況、地域産業動向について整理する。

d） 港湾関連の既往調査計画の把握

既存の港湾施設の状況、管理運営、維持管理の状況、整備計画について現状を分析する。

e） その他港湾関連情報の把握

港湾に係る自然条件、環境条件等について、参考となるものを収集・分析する。

3） 現地踏査の実施（第三国調査を含む）

M／ P策定対象候補の地方港湾のほか、主な港湾について安全管理上可能な範囲におい

て現地踏査を行い、それら港湾の施設、利用、管理運営、アクセス状況を把握する。また、

港湾背後圏が隣国に及ぶ場合や寄港地の考え方などについて、第三国調査として必要に応

じてコスタリカ、カリブ海諸島港湾等においてヒアリング、踏査により把握する。

4） 全国港湾整備戦略（2024年目標）の検討

全国の港湾の将来需要予測を行い、各港が果たすべき機能、役割を検討し、その整備開

発方針をする。目標年次は 2024年とする。

a） 社会経済フレームの設定

これまでの調査結果に基づき、全国の港湾貨物量、旅客数の推計のための経済社会フ

レームを設定する。対象年次は 2024年とする。

b） 貨物・旅客の需要予測

上記の経済社会フレームの設定に基づき、2024年における、パナマの港湾貨物量、旅

客数の需要推計を行う。

c） 全国港湾の機能役割の検討

需要推計結果や、国家、各地域の開発方針を踏まえ、全国の主要港湾、地方港湾につ

いて、各港のめざすべき機能、役割分担を検討する。主要港湾については、将来の事業

規模と開発シナリオを設定する。
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d） 全国港湾整備の基本方針の検討

港湾の規模、性格等に応じた整備開発、管理運営方式を念頭に置き、全国港湾整備開

発にあたっての基本方針を検討する。

5） M／ Pを作成する地方港湾の選定

M／ P作成の対象とする地方港湾を、開発ポテンシャルの高さ、自然条件、開発効果の

高さ等を考慮して最大 4港をパナマ側と協議して選定する。

a） 開発ポテンシャルの評価

選定にあたっては、地域産業動向、地域開発方針、地域開発への効果、需要見通し、船

舶運航動向（貨物船、フェリー、旅客船、小型船等）などの観点から、開発ポテンシャル

を、開発意義などを評価する。

b） 需要予測フレームの設定

選定された地方港湾の需要予測に関連した地域産業動向、旅客動向等について予測フ

レームを設定する。

6） 自然条件・環境条件調査の実施

現地再委託調査により、選定されたM／Pを作成する地方港湾を対象に、1港ごとに、次

の内容の自然条件・環境調査を実施することを原則とする。なお、これら項目については、

実施の困難性や工程上の制約により、変更せざるを得ない場合があり得ると考えられるが、

その場合には、代替し得る情報・資料を入手すること。c）については当事業団が調達した

機材を、e）、f）については、コンサルタントが購入した機材を活用することとする。

a） 陸上地形測量

現状の陸上の地形、構造物の配置等を確認し、M／ P、F／ S実施の基礎資料とするた

めにM／P策定対象港湾全港について地形測量を実施する。成果品の縮尺は1：1,000、測

量範囲は 1km× 0.5km とすることを原則とするが、対象港が選定されたあとに、各港の

計画に必要な範囲を再度検討し、測量範囲を決定すること。

b） 底質試料採取と室内試験

底質の組成や汚染状況を確認するために、M／ P策定対象港湾全港について底質の試

料採取と室内試験を実施する。採取試料数は 1港湾について 4試料とし、試験項目は粒

度、銅、亜鉛、フッ化物、ベリリウム、クロム、ニッケル、バナジウム、フェノールと

する。

c） 深浅測量

当事業団が調達する深浅測量機材により、M／ P策定対象港湾全港について海底地盤

標高を測定する。範囲は 1km× 0.5km、測線間隔は 50mとすることを原則とするが、対

象港が選定されたあとに、各港の計画に必要な範囲を再度検討し、測量範囲を決定する
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こと。深浅測量機材はデジタル音響測深器、GPS測位装置、測量プログラムからなるも

のとし、現地調査の実施に際しては、調査用船舶並びに現地技術員を雇用して測定を行

うものとする。

d） 海象観測

M／ P策定対象港湾全港の海象状況を測定する。流向、流速については対象港湾 2港

以上で 1地点、15日間連続観測を行い、波高、波向については 1港以上で観測する。使

用する海象観測装置は波高、波向、流向、流速を自記記録できるものとし、現地調査の

実施に際しては、調査用船舶を傭船するとともに、現地技術員を雇用して測定を行うも

のとする。

e） 気象観測

調査用機材として気象観測装置をコンサルタントが購入し、M／ P策定対象港湾のう

ち 2港以上の気象状況を測定する。携行する気象観測装置は降水量、風向、風速、温度、

湿度を自記記録できるものとする。

f） 水質調査

調査用機材として携帯用pH，濁度、溶存酸素測定器をコンサルタントが購入し、M／P

策定対象港湾全港の水質試験（pH、濁度、溶存酸素）を実施する。現地調査の実施に際して

は、調査用船舶並びに現地技術員を雇用して測定を行うものとする。

更に各対象港について1港当たり 4試料のサンプリングを行い、水質試験（化学的酸素

要求量（COD）、大腸菌群数、n-ヘキサン抽出物質）を現地再委託により実施すること。

g） 環境調査

上記の自然条件調査及び各対象港湾周辺の現地踏査、資料収集、聞き込み等の実施に

より、環境の現況を把握し、その結果を初期環境現況調査書に取りまとめる。現地踏査、

資料収集、聞き込みの実施、初期環境現況調査書の作成は現地専門家に再委託すること

とし、日本側調査団担当者は現地専門家の指示、管理、指導、取りまとめを実施する。再

委託する現地専門家は、「動植物・水生生物」、「社会環境境」、「土壌・水質」の 3名を原

則とする。また、調査の結果、港湾開発によって大きく影響を受ける環境項目がある場

合は、追加調査計画を立案し実施すること。

7） ワークショップの実施

技術移転を図るため、全国港湾整備戦略の検討過程に関して、関係機関との意見交換を

行うワークショップをパナマシティーで開催する。

また、地方港湾のM／Pの作成に向け、関係者との意見交換を行うワークショップを1港

以上で開催する。
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8） プログレス・レポート（1）（PR/R（1））の作成及び説明・協議

以上の検討結果を取りまとめ、PR/R（1）を作成し、先方に提出、説明、協議する。

（3）第 1次国内作業（地方港湾 M／ Pの基本方針（案）の設定）

1） 全国港湾整備戦略の取りまとめ

全国港湾整備戦略について、補足検討を行い、取りまとめを行う。

a） 地方港湾の整備運営方式の検討

全国港湾整備の基本方針を踏まえ、特に地方港湾について整備方式、管理運営体制に

ついて検討する。

b） 全国港湾整備戦略の取りまとめ

主要港湾、地方港湾の整備戦略を取りまとめるとともに、必要な提言を行う。

2） 地方港湾の M／ P（2024年目標）の基本方針（案）の作成

選定された地方港湾各港を対象に、M／ Pの基本方針案を作成する。各 M／ Pにおいて

は、次の事項を検討するものとする。目標年次は 2024年とする。

a） 各港の開発シナリオの設定

開発ポテンシャル、需要予測、制約条件、地域開発の基本方針を検討し、各港湾の開

発シナリオを設定する。

b） 施設計画、レイアウトの予備的検討

開発基本方針に対応した基本施設の規模、配置計画についての予備的検討を行う。

c） 港湾の管理運営体制の予備的検討

各港の開発シナリオ等や施設計画の予備的検討を踏まえ、効率的な港湾管理運営の

体制について予備的検討を行う。

3） インテリムレポート（IT/R）の作成

以上の国内作業の結果を盛り込んだ IT/Rを作成する。

（4）第 2次現地調査（M／ Pの決定、優先プロジェクトの選定）

1） IT/Rの説明・協議

IT/Rを、パナマ側に説明・協議する。

2） セミナーの実施

全国港湾整備戦略を紹介するプレゼンテーションセミナーを開催する。

3） 地方港湾の M／ Pの決定

自然条件調査により収集したデータを踏まえた概略設計、概略積算などを実施し、対象

地方港湾の M／ Pの案を取りまとめる。これら M／ Pの案について、パナマ側の関係者と
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協議し、選定された各地方港湾の M／ Pを決定する。

a） 施設計画、レイアウトの作成

地方港湾 M／ Pの基本方針等を踏まえ、港湾施設の施設計画、配置計画を作成する。

b） 概略設計、概略積算の実施

自然条件調査により収集したデータ等を踏まえ、概略設計、概略積算を実施する。

c） プロジェクト実施計画の作成

各港湾施設計画についての概略積算を踏まえ、実施時期・整備方式などの実施計画案

を作成する。

d） 概略経済評価の実施

開発効果について整理・分析を行い、国民経済的視点からM／Pの妥当性を評価する。

e） 港湾の管理運営体制の検討

施設の規模、性格等を踏まえ、効率的な港湾管理運営の体制について提言を行う。

f） 港湾の開発に伴う地域振興策の提言

港湾整備に伴う地域振興策を提言する。

g） 初期環境調査の実施

立案した施設、レイアウトについて、既存資料に基づき、初期環境調査（IEE）を実施す

る。

4） 緊急整備施設の選定

決定した各港M／ Pのうちから、緊急性等を考慮し、おおむね10年以内に事業実施すべ

き緊急整備施設を優先プロジェクトとして最大 4港において選定する。

5） 自然条件の実施

現地再委託調査により、選定された M／ Pを作成する地方港湾を対象に、F／ Sを実施

するため、1港ごとに、次の内容の自然条件を実施することを原則とする。なお、これら項

目については、実施の困難性や工程上の制約により、変更せざるを得ない場合があり得る

と考えられるが、その場合には、代替し得る情報・資料を入手すること。

a） 陸上ボーリング

陸上部分の地質状況を確認するために、M／ P策定対象港湾全港について調査ボーリ

ングを実施する。ボーリング本数は 1港湾について 1本、掘進長は 30mを原則とするが、

地質状況に応じ、適宜変更すること。掘進に際しては標準貫入試験を 1mごとに実施し、

軟弱粘性土が出現した場合は乱さない試料採取を実施する。更に標準貫入試験で採取さ

れた試料について室内試験を実施する。試験数量は 40試料、試験項目は粒度、比重、含

水比、液性限界、塑性限界とする。また乱さない試料が採取された場合は、これに加え

て、力学試験を実施する。
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b） 海上ボーリング

海上部分の地質状況を確認するために、M／ P策定対象港湾全港について調査ボーリ

ングを実施する。ボーリング本数は 1港湾について 1本、掘進長は 30mとすることを原

則とするが、地質状況に応じ、適宜変更すること。掘進に際しては標準貫入試験を1mご

とに実施し、軟弱粘性土が出現した場合は乱さない試料採取を実施する。更に標準貫入

試験、で採取された試料のうち 40試料について室内土質試験を実施する。試験項目は粒

度、比重、含水比、液性限界、塑性限界とする。また乱さない試料が採取された場合は、

これに加えて、力学試験を実施する。

6） 環境配慮に関する検討

優先プロジェクト整備に対応し、第 1次現地調査で実施した環境調査・自然条件調査等

を基に、優先プロジェクトが環境に与える影響を評価した環境影響評価書を検討する。な

お、作成されるべき評価書は、パナマ環境影響評価手順書に従い、現地有資格者の認証を

受けること。

7） ワークショップの実施

地方港湾の M／ Pの作成、優先プロジェクトの検討に関し、関係者との意見交換を行う

ワークショップを 1港以上で開催する。

8） PR/R（2）の作成及び説明・協議

以上の検討結果を取りまとめ、PR/R（2）を作成し、先方に提出、説明、協議する。

（5）第 2次国内作業（優先プロジェクトの F／ Sの実施、成果の取りまとめ）

1） 優先プロジェクトの F／ Sの実施

各優先プロジェクトについて、下記事項を検討し、F／ Sの取りまとめを行う。

a） 概略設計及び概略積算の実施

優先プロジェクトの施設について、概略設計及び概略積算を行う。

b） 管理運営に関する検討

プロジェクト実施の整備財源を検討するため、整備方式、コンセッション契約条件等

を整理し、港湾運営について検討する。

c） 経済分析及び財務分析の実施

優先プロジェクトの施設整備に係る経済分析、及び財務分析を実施する。分析にあ

たっては感度分析を加えるものとする。

d） 管理運営に関する提言

財務分析の結果を踏まえ、整備方式、その財源、維持管理体制等を検討し、プロジェ

クトの実施方式や、管理運営体制に関する提言を行う。
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e） 環境影響評価調査

優先プロジェクトが環境に与える影響を評価した環境影響評価書を作成する。作成さ

れた評価書は、パナマ環境影響評価手順書に従い、現地有資格者の認証を受けること。

f） F／ Sの取りまとめ

上記の検討事項を整理し、F／ Sの取りまとめを行う。

2） 全体の取りまとめ・提言

本調査全体を総括し、提言を取りまとめる。

3） DF/Rの作成

調査全体の結果を盛り込んだ DF/Rを作成する。

（6）3次現地調査

1） DF/Rの説明・協議

第 2次国内作業で取りまとめた DF/Rをパナマ側に説明・協議する。

2） セミナーの開催

本調査の成果を紹介するプレゼンテーションセミナーを開催する。

（7）第 3次国内作業

1） ファイナルレポート（F／ R）の作成

上記 DF/Rに対するパナマ側のコメントを踏まえ、必要に応じて適宜修正を行い、F／ R

を作成する。

7－3 調査の実施体制（案）

本調査を実施するため、以下の団員構成とし、各業務内容を担当する。

（1）総括／港湾政策／地域開発

・調査業務全体の総括、港湾政策全般

・港湾政策全般

・地域開発

・港湾計画の基本方針の策定

・事業実施に関する基本方針の作成

（2）港湾計画（1）開発シナリオの作成、港湾計画

・パナマ国土開発及び既存港湾計画のレビュー
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・主要港湾の開発シナリオ及び事業規模の作成

・第三国調査（コスタリカ、カリブ海離島港湾等）への参加

・M／ P作成を実施する港湾の選定

・地方港（西部地区　2港程度）の長期開発方針及び M／ P作成

・M／ Pにおける概略レイアウトプランの実施

・M／ Pにおける事業実施計画の策定

・F／ Sを実施する港湾施設の抽出、F／ Sの実施

（3）港湾計画（2）港湾機能検討、港湾計画

・既存港湾法律・制度のレビュー

・国家海事戦略作成状況のレビュー

・全国港湾機能の検討

・地方港（中部・東部　2港程度）の長期開発及び M／ P作成

・M／ Pにおける概略レイアウトプランの実施

・M／ Pにおける概略レイアウトプランの実施

・M／ Pにおける事業実施計画の作成

・F／ Sを実施する港湾施設の抽出、F／ Sの実施

（4）地域産業振興　背後圏、地域産業と港湾分析

・パナマの既存産業政策、地域開発計画等の上位計画のレビュー

・港湾との結びつきの深い産業（製造業、観光業等）に関する分析

・港湾との背後圏の役割の整理

・M／ P対象港湾の背後圏の産業分析

・港湾開発と連携した地域開発シナリオの作成

（5）需要予測／経済分析　社会経済フレームの設定、マクロ予測、ミクロ予測、経済分析

・パナマの社会経済フレームの設定

・パナマ将来港湾貨物量の需要予測の実施

・M／ P対象港湾の将来港湾貨物量の需要予測実施

・M／ P対象施設の経済分析の実施

・F／ S対象施設の経済分析の実施
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（6）管理運営／港湾行政　管理運営制度、組織体制

・海事法制のレビュー

・パナマにおける港湾管理の現状と問題点の抽出・整理

・港湾関係行政関係者の法制及び組織体制の検討

・第三国調査（コスタリカ、ニカラグア、カリブ海離島港湾）への参加

・M／ P対象港湾の管理運営体制の検討

（7）管理運営／財務分析　整備方式、財務分析

・港湾関係のサービス料に関するレビュー

・港湾整備及び維持管理に関する国からの財政負担のあり方の検討

・第三国調査（コスタリカ、ニカラグア、カリブ海離島港湾）への参加

・F／ S対象施設の財務分析の実施

（8）海運動向／船舶運航 海運需要、フェリー・小型船の運航分析

・貨物（内外貿）及び旅客（フェリー、小型船、クルーズ船等）の動向分析

・パナマ運河政策及びパナマ拡張計画のレビュー

・パナマ海運需要、フェリー・小型船の運航分析

・将来の水上交通システムの検討

（9）設計　施設設計等

・M／ Pにおける施設の概略設計の実施

・F／ S対象施設の基本設計の実施

（10）施工／積算　　投資額算定、施工／積算

・主要港湾の投資額の作成

・M／ Pの実施計画の検討、予備的工費の積算

・F／ S実施施設の施工計画の作成、工費の積算

（11）環境配慮　環境調査の実施、環境評価

・水質、潮流、生態系、景観等に関する環境配慮についての検討

・M／ P対象港湾における環境現況調査の実施

・M／ P対象港湾における IEEの実施

・F／ S施設における EIAの実施
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（12）自然条件　自然条件調査の実施、観測指導

・M／ P対象港湾における自然条件調査実施（現地再委託を含む）の指導監督

・既存自然調査及び現地調査結果の整備・分析
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